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研究要旨 びまん性特発性骨増殖症のなかで、頸椎前縦靭帯骨化症は一般に無症

状であるが、食道の圧排・狭窄による嚥下障害は手術の適応となる。先行研究に

おいて骨化巣の大きさ、発生高位、頭蓋頸椎形態などが要因としてあげられるが、

症状への寄与度は不明であった。今回、われわれは、多変量解析の結果から、前

述の 3項目のうち、骨化巣の大きさと頭蓋頸椎形態が嚥下障害の発生に、より深

く関与している可能性があると考えた。 

 

Ａ．研究目的 

 びまん性特発性骨増殖症は、脊柱のほぼ

全長を縦走する後縦靱帯などが骨化し、脊

髄圧迫障害などを来す疾患である。脊椎靭

帯骨化症の多くは、骨化巣が単一ではなく、

全身性に生じ、前縦靭帯、後縦靭帯、黄色

靭帯、頂靭帯など複数の靭帯に骨化が合併

することが知られている 1)。脊椎前縦靭帯

骨 化 症 （ Ossification of anterior 

longitudinal ligament: OALL）の多くは無

症状であるが、頚椎に発生し、骨化巣が食

道を圧排・共作した場合、嚥下困難の原因

となることが知られ、手術による改善が報

告されている 2。OALL の重症度と嚥下困難

の臨床症状との関連はいまだ不明な点が多

く、手術による改善の指標も明確でない。

本研究の目的は、先行研究において嚥下障

害との関連が指摘されている頭頚部矢状面

アライメント、骨化形態や高位などの関与

を検討することである。 

 

Ｂ．研究方法 

25 名の頸椎 OALL を対象とし、嚥下障害

あり 11 名、なし 14 名に分けた。頚椎単純

X線より、pharyngeal inlet angle: PIA3(図

１)を、頸椎単純 CT より、骨化横断面積、

骨化幅、最大骨化高位を計測した。 

統計学的手法として、2 群間比較には

Mann-Whitney U test を用いた。嚥下障害

の有無を目的変数として、骨化断面積、骨

化前後径において ANOVA を行い、カットオ

フ値を求めた。既存報告を参考に、骨化高

位は食道入口部（C4-6）の骨化の有無 4、PIA

は PIA<90°をカットオフ値とし、それぞれ、

2群に割り付け（図１）、多変量ロジスティ

ック解析を検定した。 

患者本研究は、人を対象とする医学系研

究に関する倫理指針（平成26年 12月 22日,

文部科学省・厚生労働省）に則り、東京医

科大学倫理委員会の承認を得て実施した。

本研究は非介入・非侵襲の後ろ向き観察研

究であり、通常診療にて収集される診療情 
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図１．Pharyngeal inlet angle (PIA) 

 

報のみを用いて行った。 

 

Ｃ．研究結果 

 2 群間比較において、嚥下障害あり群で

骨化の面積（P<0.05）および骨化前後径が

大きかった（P<0.05）。PIA は嚥下障害あり

群で小さかった（P<0.05）。 

ROC 曲線から、骨化断面積>200mm2、およ

び骨化前後径>10mm の症例で嚥下障害の割

合が多いことが示唆された。強制投入法で、

嚥下障害の有無をアウトカムとして、①骨

化断面積>200mm2、②骨化前後径>10mm、③

食道入口部骨化、④PIA<90°の 4 因子のオ

ッズ比を多変量ロジスティック解析で検定

した。結果、骨化断面積（P<0.05）と PIA<90°

（P<0.05）が嚥下障害の有意な危険因子と

考えられた。 

（G.1.2 より改変して引用） 

 

 

 

 

Ｄ．考察 

 OALL による嚥下障害の発症要因として、

骨化巣の大きさ、骨化巣の高位などが指摘

されてきた。一方で、これらの要因の重み

づけはなされておらず、各要因の症状への

寄与度は不明であった。本検討では、多変

量ロジスティック解析から、骨化断面積お

よび頚椎アライメントが有意な発症要因の

なかでも関連が大きいと考えられた。 

 単純 X 線側面像では、骨化巣の前後径と

長径が計測できるが、単純 X 線画像で骨化

巣の大きな患者でも嚥下障害のない患者も

散見される 5)。CT では断面積や横径、体積

などの検討が追加でき、本研究結果を踏ま

えると、骨化の前後の大きさだけではなく、

幅や形態も嚥下障害の発現に関与する可能

性が考えられ、骨化巣と嚥下障害との関連

を検討するには CT のほうが好ましいと考

えられる。 

 食道入口部は、頸椎の C4-6 高位にあたり、

食道の生理的狭窄部位とされている。食道
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入口部の骨化により、嚥下障害が惹起され

る可能性が指摘されている 5)。本研究にお

いては、症状の有無にかかわらず、食道入

口部付近に骨化を有する症例が多く、骨化

の好発部位であると考えられた。多変量解

析の結果からは嚥下障害の有無には関連が

少ないと考えられた。 

 嚥下障害に PIA が関与する可能性が報告

されており 4、本検討でも、PIA<90°の症例

で嚥下障害の発現率が高く、関連が示唆さ

れた。一方で、臨床上は術後 PIA<90°の症

例でも症状の改善が得られた例も経験して

おり（図２）、治療の指標としての有用性は 

慎重な検討が必要である。頚椎アライメン

トに加え、可動域も重要な要素と考えられ

るので（図３）、今後検討を要するものと考

えられる。 

 

Ｅ．結論 

びまん性特発性骨増殖症による嚥下障害発

生には、骨化巣の大きさ、PIA<90°の関与

が大きかった。 
 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記載 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表  

1．Nishimura H, Endo K, Aihara T, et al. 

Cranio-cervical sagittal alignment in 

patients with ossification of the 

anterior longitudinal ligament (OALL) 

complained dysphagia.  (submitted) 

 

 

 

図２ PIA<90°で改善した症例 
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図３ 骨化部の前後屈での可動性 

 

2.学会発表 

 OPLL 研究班会議 村田寿馬, 遠藤健司, 

粟飯原孝人ほか 頚椎 OALL による嚥下障

害の検討 2019 年 

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む） 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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